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中国編 調査結果のポイント

1．中国進出日系企業の景況感は前年に続きマイナス、過去最低に（P9,10）

 中国進出日系企業の景況感を示す2020年のDI値（注）は△23.4と、前年に続きマイナスとなった。世界的に

景気が後退した2009年（△5.4）を下回り、経年比較可能な2009年以降で最も低い結果となった。

注：Diffusion Indexの略で、営業利益が「改善」する企業の割合(%)から「悪化」する割合を差し引いた数値。

 省市別でも全ての省市でマイナスとなり、福建省（△70.8）、浙江省（△57.1）、広東省（△30.8）などで

特に低い結果となった。業種別でも、製造業で△26.3、非製造業で△19.0となり、全ての業種でマイナスと

なった。

2．営業利益見込み悪化の理由「現地市場での売上減少」が最も多く、前年より増加（P13,14）

 2020年の営業利益見込みが悪化する理由としては、前年同様「現地市場での売上減少」（68.7％、前年比2.5

ポイント増）が最も多く、「輸出低迷による売上減少」（49.9％、同12.2ポイント増）、「人件費の上昇」

（17.5％、同18.0ポイント減）が続いた。

 省市別では、「現地市場での売上減少」を選択した企業が湖北省、四川省、北京市、江蘇省で8割を超え、

「輸出低迷による売上減少」を選択した企業は遼寧省で79.3％となった。

3．中国進出日系企業の拡大意欲は過去最低に。5割以上の企業が「現状維持」（P17）

 今後1～2年の事業展開の方向性について、「拡大」と回答した企業は36.6％、前年に続き6.6ポイント下落し

た。中国進出日系企業の事業拡大意欲は、2015年の38.1％を下回り、経年比較可能な2009年以降最低となっ

た。一方、「現状維持」と回答した企業は55.6％、前年比5.0ポイント上昇するとともに、前年に続き5割を超

えた。

4．新型コロナウイルスの感染拡大からの早期回復に期待（P26）

 新型コロナウイルスの感染拡大後におけるビジネス正常化時期の見通しは、「すでに正常化している」が

29.1％、「2020年内」が14.8％、「2021年前半」が23.3％となり、7割近くが2021年前半までの回復を見

込んでいる。世界でもいち早い中国経済の回復に期待が集まる。



Copyright © 2021 JETRO. All rights reserved. 3

調査項目

（ページ）

2

4 ～ 6

7 ～ 17

18 ～ 27

28 ～ 35

36 ～ 42

43 ～ 47

48 ～ 52

53 ～ 56

57 ～ 62

調査結果のポイント

本年度調査の概要

Ⅰ．営業利益見通し

Ⅱ．今後の事業展開

Ⅲ．新型コロナ感染拡大の影響

Ⅳ．経営上の問題点

Ⅴ．原材料・部品の調達

Ⅵ．輸出入の状況

Ⅶ．通商環境変化の影響

Ⅷ．現地従業員の賃金



Copyright © 2021 JETRO. All rights reserved. 4

本年度調査の概要(1)

調査対象
企業数

調査企業数 内訳 有効
回答率有効回答 構成比 製造業 非製造業

総数 14,399 5,976 100.0 2,621 3,355 41.5

北東アジア 2,853 1,661 27.8 709 952 58.2

中国 1,600 886 14.8 522 364 55.4

香港・マカオ 539 370 6.2 45 325 68.6

台湾 548 278 4.7 89 189 50.7

韓国 166 127 2.1 53 74 76.5

 アジア・オセアニアにおける日系企業活動の実態
を把握し、その結果を広く提供することを目的と
する。

調査目的

 北東アジア5カ国・地域、ASEAN9カ国、南西ア
ジア4カ国、オセアニア2カ国の計20カ国・地域に
進出する日系企業（日本側による直接、間接の出
資比率が10％以上の企業および日本企業の支店・
駐在員事務所）。

調査対象

 2020年（令和2年） 8月24日～9月25日

調査時期

 1万4,399社に回答を依頼し、5,976社より有効回
答を得た。国・地域別の内訳は右表の通り（有効
回答率41.5％）。

回収状況

（社、%）

 調査は1987年より実施し、本年度は第34回目。
 2007年度調査より非製造業も調査対象に追加。
 各スライドのカッコ内の数値は有効回答企業数を

示す。
 図表の数値は四捨五入しているため、合計が必ず

しも100％とはならない。
 台湾の調査については、公益財団法人日本台湾交

流協会の協力を得て実施した。

備考

オセアニア 423 206 3.4 49 157 48.7

オーストラリア 285 140 2.3 30 110 49.1

ニュージーランド 138 66 1.1 19 47 47.8

南西アジア 1,241 486 8.1 218 268 39.2

インド 945 344 5.8 155 189 36.4

バングラデシュ 169 69 1.2 32 37 40.8

パキスタン 63 43 0.7 21 22 68.3

スリランカ 64 30 0.5 10 20 46.9

ASEAN 9,882 3,623 60.6 1,645 1,978 36.7

ベトナム 1,786 905 15.1 474 431 50.7

タイ 2,775 680 11.4 361 319 24.5

インドネシア 1,997 674 11.3 371 303 33.8

シンガポール 1,113 622 10.4 143 479 55.9

マレーシア 946 257 4.3 147 110 27.2

ミャンマー 468 203 3.4 35 168 43.4

フィリピン 471 133 2.2 59 74 28.2

カンボジア 241 111 1.9 37 74 46.1

ラオス 85 38 0.6 18 20 44.7



Copyright © 2021 JETRO. All rights reserved. 5

本年度調査の概要(2)

中国 566 320

北京市 83 16

天津市 22 9

遼寧省 38 32

上海市 65 35

江蘇省 43 39

福建省 13 12

山東省 40 44

湖北省 59 19

広東省 120 80

四川省 26 7

重慶市 24 5

浙江省 14 7

その他 19 15

非製造業 計 364 41.1

商社・卸売業 73 8.2

運輸業 62 7.0

販売会社 61 6.9

情報通信業 40 4.5

金融・保険業 38 4.3

事業関連サービス 23 2.6

小売業 15 1.7

不動産・賃貸業 10 1.1

建設業 9 1.0

旅行・娯楽業 6 0.7

飲食業 4 0.5

農林水産業 2 0.2

教育・医療 1 0.1

その他非製造業 20 2.3

有効回答 構成比 有効回答 構成比

製造業 計 522 58.9

輸送機器部品 107 12.1

鉄・非鉄・金属 68 7.7

一般機械 45 5.1

電気・電子機器部品 44 5.0

電気・電子機器 41 4.6

化学・医薬 38 4.3

食料品 31 3.5

繊維・衣服 29 3.3

プラスチック製品 22 2.5

ゴム・窯業・土石 22 2.5

精密・医療機器 16 1.8

輸送機器 13 1.5

紙・木製品・印刷 12 1.4

その他製造業 34 3.8

大企業 中小企業

省市別構成比

業種別割合（製造業） （社、%） 業種別割合（非製造業） （社、%） 企業規模別企業数 （社）

省市名 中国 北京市 天津市 遼寧省 上海市 江蘇省 福建省 山東省 湖北省 広東省 四川省 重慶市 浙江省 その他

回答
企業数

886 99 31 70 100 82 25 84 78 200 33 29 21 34

構成比
（％）

- 11.2 3.5 7.9 11.3 9.3 2.8 9.5 8.8 22.6 3.7 3.3 2.4 3.8
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本年度調査の概要(3)

（注）前ページの業種分類の内訳は以下のとおり。今年度より業種分類を細分化した。

No. 中分類 小分類

1 食料品 食品／農水産加工品

2 繊維・衣服
繊維（紡績／織物／化学繊維）
衣服／繊維製品（履物、手袋、皮革製品、縫製品を含む）

3 紙・木製品・印刷

木材／木製品
家具／インテリア製品／装備品
紙／パルプ
印刷／出版

4 化学・医薬
化学品／石油製品
医薬品

5 プラスチック製品 プラスチック製品

6 ゴム・窯業・土石
ゴム製品
窯業／土石

7 鉄・非鉄・金属
鉄鋼（鋳鍛造品を含む）
非鉄金属
金属製品（メッキ加工を含む）

8 一般機械
一般機械（はん用・生産用・工作機械／農機・建機／金型・
機械工具を含む）

9 電気・電子機器
電気・電子機器
情報通信機器／事務機器

10 電気・電子機器部品 電気・電子機器部品

11 精密・医療機器
精密機器（分析機器、光学機器など）
医療機器

12 輸送機器
輸送用機器（自動車／二輪車）
輸送用機器（鉄道車両／船舶／航空／運搬車両）

13 輸送機器部品
輸送用機器部品（自動車／二輪車）
輸送用機器部品（鉄道車両／船舶／航空／運搬車両）

14 その他製造業
日用品／文具／雑貨
その他製造業

15 農林水産業 農林水産業

No. 中分類 小分類

16 鉱業・エネルギー
鉱業
電気／ガス／熱供給／水道

17 建設業 建設／プラント／エンジニアリング

18 運輸業 運輸／倉庫

19 情報通信業

通信／IT／ソフトウェア／情報システム／デジタルサービス
BPO（ビジネス・プロセス・アウトソーシング）
メディア／マスコミ／コンテンツ
広告／マーケティング／調査

20 商社・卸売業
商社
卸売

21 小売業 小売

22 販売会社 販売会社

23 金融・保険業
銀行
ノンバンク（保険、証券、クレジットカード、リースなど）

24 不動産・賃貸業
不動産
ビル・施設管理／空調／警備／清掃
レンタル

25 事業関連サービス

コンサルティング
法務・会計・税務等専門サービス
持株・統括会社
デザイン／設計
修理／保守／検査・分析
人材紹介／人材派遣

26 旅行・娯楽業
ホテル／旅行
娯楽／生活関連サービス（イベント、スポーツ施設、理美容
を含む）

27 飲食業 飲食

28 教育・医療
教育・研究機関
医療／福祉／ヘルスケア

29 その他非製造業 その他
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黒字・赤字比率（2020年、省市別、企業規模別）

 2020年の営業利益見込みを「黒字」とした中国進出日系企業の割合は63.5％と、19年調査の68.5％から5ポイント下落した。

 省市別にみると、「黒字」と回答した企業の割合が7割以上となった省市は遼寧省と上海市。「黒字」と回答した企業が19年調査を上回っ
たのは2省市で、下回ったのは9省市であった。

 企業規模別では、大企業(71.1％)の方が、中小企業(50.3％)に比べ、「黒字」と回答した企業の割合が20.8ポイント高い。

 「黒字」と回答した大企業の割合は全ての省市で中小企業を上回った。

71.1

50.3

14.2

22.0

14.7

27.7

大企業（544）

中小企業（318）
中国

78.4

65.6

77.3

43.8

75.4

40.0

74.6

62.9

74.4

53.9

73.7

50.0

69.5

38.9

69.2

33.3

13.5

18.8

11.8

18.8

8.7

33.3

12.7

17.1

11.6

18.0

13.2

27.3

11.9

27.8

23.1

33.3

8.1

15.6

10.9

37.5

15.9

26.7

12.7

20.0

14.0

28.2

13.2

22.7

18.6

33.3

7.7

33.3

大企業(37)

中小企業(32)

大企業(119)

中小企業(80)

大企業(69)

中小企業(15)

大企業(63)

中小企業(35)

大企業(43)

中小企業(39)

大企業(38)

中小企業(44)

大企業(59)

中小企業(18)

大企業(13)

中小企業(12)

黒字 均衡 赤字

遼寧省

広東省

北京市

上海市

江蘇省

山東省

湖北省

福建省

1

2020年の営業利益見込み(企業規模別)

20 40 60 80 1000 (%)

63.5

68.5

17.1

18.3

19.5

13.2

20年調査(862)

19年調査(689)
中国

72.5

66.2

70.4

67.1

69.1

79.6

64.6

70.4

63.8

65.9

62.3

72.4

61.0

70.3

58.1

76.9

52.0

68.2

48.4

58.8

48.3

57.6

15.9

19.5

14.3

18.3

13.1

11.2

14.6

16.7

14.6

24.7

15.6

17.2

20.7

16.2

22.6

7.7

28.0

13.6

16.1

20.6

37.9

30.3

11.6

14.3

15.3

14.6

17.9

9.2

20.7

13.0

21.6

9.4

22.1

10.3

18.3

13.5

19.4

15.4

20.0

18.2

35.5

20.6

13.8

12.1

20年調査(69)

19年調査(77)

20年調査(98)

19年調査(82)

20年調査(84)

19年調査(98)

20年調査(82)

19年調査(54)

20年調査(199)

19年調査(85)

20年調査(77)

19年調査(58)

20年調査(82)

19年調査(74)

20年調査(31)

19年調査(26)

20年調査(25)

19年調査(22)

20年調査(31)

19年調査(34)

20年調査(29)

19年調査(33)

黒字 均衡 赤字

遼寧省

上海市

北京市

江蘇省

広東省

湖北省

山東省

天津市

福建省

四川省

重慶市

2020年の営業利益見込み(省市別)

20 40 60 80 1000 (%)

(注)有効回答10社以上の省市。(注)有効回答20社以上の省市

Ⅰ．営業利益見通し
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黒字・赤字比率（2020年、業種別）

 業種別にみると、「黒字」と回答した企業の割合は、製造業(63.5％)が非製造業(61.2％)を2.3ポイント上回った。

 製造業では輸送機器気 (76.9％)、精密・医療機器(75.0％)、食料品 (73.3％)、輸送機器部品(72.0％)、電気・電子機器（70.0％）、非製造
業では販売会社（78.0％）、金融・保険業(75.0％)、情報通信業（70.0％）で黒字比率が7割以上となった。他方、赤字企業の割合が相対
的に高いのは、製造業では紙・木製品・印刷（41.7％）、非製造業では事業関連サービス（34.8％）であった。

 企業規模別でみると、製造業、非製造業ともに大企業は中小企業より黒字企業の割合が高く、それぞれ23.0ポイント、19.9ポイント上
回った。

2

2020年の営業利益見込み(非製造業)2020年の営業利益見込み(製造業)

(注)有効回答10社以上の業種。

63.5

76.9

75.0

73.3

72.0

70.0

68.2

66.7

64.9

61.4

60.0

54.6

51.7

41.7

15.9

15.4

6.3

6.7

12.2

15.0

18.2

9.1

21.6

27.3

13.3

27.3

24.1

16.7

19.2

7.7

18.8

20.0

15.9

15.0

13.6

24.2

13.5

11.4

26.7

18.2

24.1

41.7

製造業(517)

輸送機器(13)

精密・医療機器(16)

食料品(30)

輸送機器部品(107)

電気・電子機器(40)

プラスチック製品(22)

鉄・非鉄・金属(66)

化学・医薬(37)

電気・電子機器部品(44)

一般機械(45)

ゴム・窯業・土石(22)

繊維・衣服(29)

紙・木製品・印刷(12)

黒字 均衡 赤字

0 20 40 60 80 100(%)

74.8

51.8

11.8

21.4

13.5

26.8

大企業(297)

中小企業(220)

66.8

46.9

17.0

23.5

16.2

29.6

大企業（247）

中小企業（98）

61.2

78.0

75.0

70.0

63.4

52.7

39.1

18.8

10.2

18.8

12.5

22.5

25.5

26.1

20.0

11.9

6.3

17.5

14.1

21.8

34.8

非製造業(345)

販売会社(59)

金融・保険業(32)

情報通信業(40)

商社・卸売業(71)

運輸業(55)

事業関連サービス(23)

黒字 均衡 赤字

0 20 40 60 80 100(%)

0 20 40 60 80 100(%) 0 20 40 60 80 100(%)

業
種
別

企
業
規
模
別

(注)有効回答20社以上の業種。

Ⅰ．営業利益見通し
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景況感（省市別）

 営業利益見通しについて景況感を示すDI値(注)でみると、20年は中国全体で△23.4と、2019年度調査（△3.8）に比べに19.6ポイント下落
した。

 20年のDI値は全地域でマイナスとなっており、悪い順に福建省（△70.8）、浙江省（△57.1）、広東省（△30.8）となった。

 21年のDI値が高い地域を省市別に並べると、重慶市(55.6)、北京市(38.8)、四川省(36.7)、湖北省(36.0)の順となり、低い地域は福建省
(16.0)、上海市（23.5）、山東省（23.8）であった。

3

(注)DI値とはDiffusion Indexの略で､「改善」すると回答した企業の割合から､
「悪化」すると回答した企業の割合を差し引いた値。景況感を表す指標として用いられる。

DI値で見た20年､21年の営業利益見通し(省市別)
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景況感（業種別、企業規模別）

 20年の営業利益見通しについて景況感を示すDI値を業種別にみると、製造業で△26.3、非製造業で△19.0となり、全ての業種でマイナス
となった。

 21年のDI値は、製造業で30.6ポイント、非製造業で34.3ポイントとなった。製造業の「繊維・衣服」(△3.6)を除き、全ての業種でプラス
となった。

4

(注)有効回答数10社以上の業種。

DI値で見た20年､21年の営業利益見通し(中国 業種別、企業規模別)
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営業利益の改善理由（2020年）

 20年の営業利益見込み(19年比)が「改善」すると回答した企業の割合は21.3％と、19年調査で「改善」と回答した企業の割合(29.8％)から
8.5ポイント下落した。

 「改善」すると回答した企業にその理由を複数回答で尋ねたところ、「現地市場での売上増加」(66.1％)が最も多かった。

 19年調査から上昇したのは「生産効率の改善」(1.3ポイント)、「その他支出(管理費、光熱費、燃料費等)の削減」(19.7ポイント)、「人件
費の削減」(10.5ポイント)だった。一方で低下したのは、「現場市場での売上増加」(△3.8ポイント)、「輸出拡大による売上増加」(△5.7

ポイント)、「調達コストの削減」(△5.2ポイント)、「販売効率の改善」 (△6.7ポイント)、「為替変動」(△7.2ポイント)などであった。

5

(注)有効回答数10社以上の回答項目。
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■18年調査(312、うち製造業160)

現地市場での売上増加

生産効率の改善
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輸出拡大による売上増加

調達コストの削減

販売効率の改善
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その他

20年の営業利益見込み(前年との比較) 20年の営業利益見込みが改善する理由(18年調査、19年調査との比較)

Ⅰ．営業利益見通し



Copyright © 2021 JETRO. All rights reserved. 13

営業利益の改善理由（2020年、省市別）

 「現地市場での売上増加」と回答した企業の割合は、省市別では湖北省(100％)、上海市(83.3％)で8割以上となった。

6

広東省（42） 江蘇省（22） 遼寧省（20） 山東省（20） 上海市（18） 北京市（14） 湖北省（14）

（注）有効回答数10社以上の省市。

(%)

100.0

83.3

78.6

72.7

59.5

55.0

45.0

0 20 40 60 80 100

湖北省

上海市

北京市

江蘇省

広東省

遼寧省

山東省

現地市場での売上増加 生産効率の改善(製造業のみ) その他支出(管理費、光熱費等)の削減

人件費の削減 輸出拡大による売上増加 調達コストの削減

54.8

33.3

33.3

18.2

0 20 40 60 80 100

広東省

山東省

江蘇省

遼寧省

60.0

42.9

40.9

40.0

38.9

31.0

28.6

0 20 40 60 80 100

遼寧省

北京市

江蘇省

山東省

上海市

広東省

湖北省

50.0

40.0

38.1

28.6

27.8

27.3

21.4

0 20 40 60 80 100

山東省

遼寧省

広東省

北京市

上海市

江蘇省

湖北省

35.0

30.0

19.1

16.7

14.3

13.6

7.1

0 20 40 60 80 100

山東省

遼寧省

広東省

上海市

湖北省

江蘇省

北京市

25.0

21.4

15.0

13.6

7.1

5.6

0 20 40 60 80 100

山東省

広東省

遼寧省

江蘇省

北京市

上海市

Ⅰ．営業利益見通し



Copyright © 2021 JETRO. All rights reserved. 14

営業利益の悪化理由（2020年）

 20年の営業利益見込み(19年比)が「悪化」すると回答した企業の割合は44.7％と、19年調査で「悪化」と回答した企業の割合(33.5％)から
11.2ポイント上昇した。

 「悪化」すると回答した企業にその理由を複数回答で尋ねたところ、「現地市場での売上減少」(68.7％)が最も多く、「輸出低迷による売
上減少」(49.9％)などが続いた。

 19年調査から上昇したのは「現地市場での売上減少」(2.5ポイント)、「輸出低迷による売上減少」(12.2ポイント)であった。一方、低下し
たのは「人件費の上昇」(△18.0ポイント)、「調達コストの上昇」(△6.8ポイント)などであった。

7
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(注)有効回答数10社以上の回答項目。
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その他

20年の営業利益見込み(前年との比較) 20年の営業利益見込みが悪化する理由(18年調査、19年調査との比較)
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営業利益の悪化理由（2020年、省市別）

 「現地市場での売上減少」について、湖北省、四川省、北京市、江蘇省が8割を超えた。

8

広東省（103） 上海市（43） 山東省（33） 湖北省（32） 北京市（31） 江蘇省（30） 遼寧省（29） 福建省（18） 天津市（13） 四川省（13） 浙江省（13）

（注）有効回答数10社以上の省市。
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営業利益の改善理由（2021年）

 21年の営業利益見通し(20年比)が「改善」すると回答した企業の割合は46.7％と、19年調査で「改善」と回答した企業の割合(36.7％)から
10ポイント上昇した。

 「改善」すると回答した企業にその理由を複数回答で尋ねたところ、「現地市場での売上増加」(83.5％)が最も高く、「生産効率の改善」
(39.4％)などが続いた。

 19年調査から上昇したのは「現場市場での売上増加」(4.1ポイント)、「輸出拡大による売上増加」(2ポイント)などだった。一方、低下し
たのは「生産効率の改善」(△0.6ポイント)、「調達コストの削減」(△6.7ポイント)などだった。

9

(注)有効回答数10社以上の回答項目。
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21年の営業利益見通し(前年との比較) 21年の営業利益見通しが改善する理由(18年調査、19年調査との比較)
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営業利益の悪化理由（2021年）

 21年の営業利益見通し(20年比)が「悪化」すると回答した企業の割合は14.6％と、19年調査で「悪化」と回答した企業の割合(15.1％)から
0.5ポイント下落した。

 「悪化」すると回答した企業にその理由を複数回答で尋ねたところ、「現地市場での売上減少」(48.8％)が最も高く、「輸出低迷による
売上減少」(34.2％)、「人件費の上昇」(32.5％)などが続いた。
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人件費の上昇

販売価格への不十分な転嫁

調達コストの上昇

その他支出(管理費、光熱費、
燃料費等)の増加

自国・他国政府の貿易制限措
置による影響

その他

21年の営業利益見通し(前年との比較) 21年の営業利益見通しが悪化する理由(18年調査、19年調査との比較)

Ⅰ．営業利益見通し
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今後1～2年の事業展開（省市別）

 今後1～2年の事業展開の方向性について、「拡大」と回答した企業の割合は36.6％と、前年（43.2％）より6.6ポイント下落した。一方、
「縮小」（6.7％）もしくは「第三国（地域）へ移転・撤退」（1.0％）と回答した企業の割合は合計7.7％と前年比1.4ポイント上昇した。
「現状維持」は55.6％と前年比5.0ポイント上昇した。

 省市別で、「拡大」と回答した企業の前年からの伸びが最も大きかったのは、福建省(7.6ポイント増)であった。一方、遼寧省は16.6ポイ
ント減少と、調査対象の省市の中では最も大きなマイナスとなった。

1

省市別

中国

重慶市

四川省

福建省

湖北省

江蘇省

北京市

天津市

広東省

遼寧省

上海市

浙江省

山東省

Ⅱ．今後の事業展開
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今後1～2年の事業展開（省市別、輸出・内販比率）

 地域別では、四川省（50.0％）、重慶市（50.0％）、福建省（44.0％）、湖北省（42.1％）、江蘇省(40.2％)、北京市(40.2％)、天津
市（38.7％）で、事業を「拡大」するとの回答の割合が中国全体平均（36.6％）よりも高かった。

 輸出比率（売上高に占める輸出の比率）が5割を超す山東省（52.8％）と遼寧省（59.4％）は、事業拡大傾向が相対的に低い傾向がみら
れる。
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Ⅱ．今後の事業展開
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「B to B」か「B to C」か（省市別、業態別）

 主な販売先別(企業向け/消費者向け)で事業拡大傾向をみると、消費者向け販売(B to C)を主とする企業では、「拡大」と回答した割合が
42.0％と、企業向け販売(B to B)を主とする企業(37.2％)を上回った。

 省市別にみると、企業向けでは四川省、福建省、重慶市で「拡大」の割合が5割を超えた。他方、消費者向けでは北京市のみが「拡大」の
割合が5割を超えた。

3

今後１～２年で事業を「拡大」する比率（中国 業態別、省市別）

企業向け販売(B to B)を主とする企業 消費者向け販売(B to C)を主とする企業

（注）有効回答数5社以上の省市。
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今後1～2年の事業展開（業種別、企業規模別）4
 業種別に事業拡大を志向する企業の割合をみると、製造業は35.0％、非製造業は39.1％とどちらも4割以下となった。

 業種別で「拡大」の割合が５割以上となったのは、製造業は食料品（54.8％）、非製造業では販売会社（59.0％）のみだった。

 企業規模別に「拡大」の割合の前年比をみると、大企業では製造業が2.6ポイント下落、非製造業は8.2ポイント下落した。また、中小企
業は製造業が9.7ポイント下落、非製造業が4.3ポイント下落と、いずれも下落した。
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■拡大 現状維持 縮小 第三国(地域)へ移転・撤退

（注1）業種別は有効回答数20社以上の業種。
（注2）今年度より業種分類を変更したため、業種別は2020年調査の数値のみ掲載。
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今後1～2年の事業展開（業種別、輸出・内販比率）5
 製造業で内販比率が全国平均（67.0％）よりも高いのは、「輸送機器部品」（86.1％）、「化学・医薬」（69.7％）、「プラスチック製

品」（68.2％）で、このうちすべての業種の事業拡大意欲が全国平均を上回った。

 輸出比率が65.4％と高い「繊維・衣服」では事業の拡大志向が低く（14.3％）、縮小もしくは移転・撤退の回答が25.0％と唯一2割を上
回った。

 内販比率は製造業（62.8％）よりも非製造業（73.6％）が高く、その差は10.8ポイント差となった。

輸出・内販比率今後の事業展開の方向性
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0 20 40 60 80 100
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（注1）業種別は有効回答数20社以上の業種。
（注2）今年度より業種分類を変更したため、業種別は2020年調査の数値のみ掲載。
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今後拡大する機能6
 事業を「拡大」すると回答した企業に対し、具体的に「拡大する機能」を複数回答で尋ねたところ、59.6％の企業が「販売機能」を拡大

すると回答した。

 次いで回答割合が高かった「生産」では、高付加価値品の生産機能を拡大する割合（39.1％）が汎用品（24.9％）を14.2ポイント上回っ
た。
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事業縮小もしくは移転・撤退の理由7
 中国進出日系企業の今後1～2年の事業展開の方向性について、「縮小」もしくは「第三国（地域）への移転･撤退」と回答した企業の構成

比は7.7%で、2016、2017年調査と同じく7％台となった。一方、前年比「拡大」は前年比5.5ポイント低下の36.6％となった。

 事業を「縮小」もしくは「移転・撤退」する理由についての回答（複数回答）では、「現地市場での売上の減少」(50.0％)が最も高く、
これに 「コストの増加」(37.1％)、「輸出低迷による売上の減少」 (29.0％)が続く。

 「縮小」もしくは「第三国（地域）へ移転･撤退」と回答した企業の割合を業種別にみると、製造業(8.4％)が非製造業(6.9％)より高く、
中でも繊維(25.0％)が高い。

中国進出日系企業の今後1～2年の事業展開の方向性

36.6

43.2

48.7

48.3

40.1

55.6

50.6

44.8

44.3

52.8

6.7

5.4

5.1

5.9

5.3

1.0

0.9

1.5

1.5

1.8

20年調査(876)

19年調査(690)

18年調査(752)

17年調査(811)

16年調査(599)

拡大 現状維持 縮小 第三国(地域)へ移転・撤退

0 20 40 60 80 100

(％)

事業縮小もしくは移転・撤退の理由

50.0

37.1

29.0

27.4

21.0

17.7

16.1

12.9

3.2

1.6

66.7

56.4

38.5

15.4

28.2

28.2

7.7

5.1

5.1

0.0

現地市場での売上の減少

コストの増加(調達コスト、人件費など)

輸出低迷による売上の減少

規制の強化

成長性、潜在力の低さ

労働力確保の難しさ

取引先との関係

生産・販売ネットワーク見直し

自国・他国政府の貿易制限措置による影響

高付加価値製品・サービスへの低い受容性

20年調査(69) 19年調査(39)

製造業 43社(8.4％)

繊維・衣服 7社(25.0％)

その他製造業 7社(21.2％)

電気・電子機器 6社(15.0％)

輸送機器部品 7社(6.6％)

非製造業 25社(6.9％)

運輸業 7社(11.5％)
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販売先、調達先、生産地の見直し（省市別）8
 今後の事業展開に関し、販売先、調達先、生産地の見直し予定の有無を聞いたところ、中国全体で「見直し予定あり」と回答した割合

は、「販売先」が14.5％、「調達先」が14.0％、「生産地」6.1％と、全て2割を下回った。

 省別に見ると、販売先見直し予定ありとの回答の割合では、四川省（23.3％）が最も高く、調達先の見直し予定ありとの回答では江蘇省
（19.8％）、生産地の見直し予定ありとの回答では広東省（9.3％）がそれぞれ最も高くなった。

販売先の見直し 調達先の見直し 生産地の見直し
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23.3

22.2

20.6

20.0
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14.3
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7.4
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88.0
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89.7
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四川省(30)

江蘇省(81)

遼寧省(68)

天津市(30)
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浙江省(21)

湖北省(75)

広東省(196)

上海市(97)

北京市(94)

福建省(24)

重慶市(27)

あり なし

14.0

19.8

17.2

16.4
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16.0

15.9

14.3
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5.4

5.2

4.4

86.1
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84.0
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95.7
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天津市(29)

遼寧省(67)

湖北省(74)

山東省(81)

重慶市(25)
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四川省(28)

浙江省(21)
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福建省(23)

あり なし
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4.1
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販売先、調達先、生産地の見直し（業種別）9
 販売先、調達先、生産地の見直し予定の有無を業種別に見ると、販売先見直し予定ありとの回答の割合では、プラスチック製品

（31.8％）が最も高く、調達先の見直し予定ありとの回答では電気・電子機器（27.5％）、生産地の見直し予定ありとの回答では販売会
社（13.3％）がそれぞれ最も高くなった。

販売先の見直し 調達先の見直し 生産地の見直し

(%)
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92.5
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繊維・衣服(27)

化学・医薬(36)

鉄・非鉄・金属(67)

ゴム・窯業・土石(21)

一般機械(43)

電気・電子機器部品(43)

輸送機器部品(106)

電気・電子機器(40)

非製造業(349)

商社・卸売業(72)

金融・保険業(33)

販売会社(61)

情報通信業(40)

運輸業(57)

事業関連サービス(21)

あり なし
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電気・電子機器部品(42)

化学・医薬(35)

繊維・衣服(27)

食料品(31)

一般機械(42)
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販売会社(59)

運輸業(56)

情報通信業(40)

金融・保険業(32)

事業関連サービス(21)
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あり なし

（注）業種別は有効回答数20社以上の業種。
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ビジネス活動が正常化する時期1
 新型コロナウイルス感染拡大後におけるビジネス正常化時期の見通しは、「すでに正常化している」「2021年前半」との回答が多い。

 四川省では「すでに正常化」との回答が5割を超え、次いで湖北省（40.8％）が多い。

29.1

56.7

40.8

33.3

33.3

32.7

32.1

28.3

26.8
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すでに正常化している 2020年内 2021年前半 2021年後半 2022年以降 ビジネス活動が正常化する見通しは立たない

(%)
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新型コロナ感染拡大前の需要環境に戻る 正常化後に新型コロナ感染拡大前に比べて製品・サービスの需要がやや減少する

正常化後に新型コロナ感染拡大前に比べて製品・サービスの需要が大きく減少する 正常化後に新型コロナ感染拡大前に比べて製品・サービスの需要が増加する

その他

正常化後の需要見込み2
 正常化後の需要見通しは、「感染拡大前の需要に戻る」（44.8％）が最も多く、次に「感染拡大前に比べてやや減少」（34.4％）との回

答が多い。

 江蘇省と福建省では「感染拡大前より増加」との回答が20％を超えている。

(%)

Ⅲ．新型コロナ感染拡大の影響
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事業戦略やビジネスモデルの見直し（省市別、業種別）3
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上海市(99)

江蘇省(81)

湖北省(76)

浙江省(20)

重慶市(28)

広東省(199)

福建省(24)

その他(33)

見直しを行った（予定がある） 見直しを行っていない（予定がない）

見直しの有無（省市別）

 新型コロナウイルスの感染拡大を受けた現地での事業戦略やビジネスモデルの見直しを行う企業について、全体の44.1％の企業が「見直
しを行った、もしくは同予定がある」と回答した。省市別では、四川省（58.1%）、北京市（56.3%）、山東省（51.3％）の3省市で、
「見直しを行った、もしくは同予定がある」との回答が5割を超えた。

 業種別では、「見直しを行った、もしくは同予定がある」と回答した企業は、情報通信業（65.0％）で最も多く、食料品（54.8％）、繊
維・衣服（51.9％）化学・医薬（51.4％）、金融・保険業（50.0％）などが続いた。
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情報通信業(40)
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運輸業(61)
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事業関連サービス(22)

見直しを行った（予定がある） 見直しを行っていない（予定がない）

見直しの有無（業種別）

（注）有効回答数20社以上の業種。
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見直しの具体的な内容4
 具体的な見直し内容については、「販売先の見直し」と回答した企業が46.1％と最も多い。以下、「在宅勤務やテレワークの活用拡大」

（38.2％）、「人員削減による合理化」（36.3％）、「販売製品の見直し」（32.0％）が続いた。総じて、販売戦略の変更、経営管理体
制の変更に力点を置く企業が多い。

 省市別にみると、広東省、山東省では「販売先の見直し」、北京市では「在宅勤務やテレワークの活用拡大」が1位となっている。上海市
では「海外駐在員の削減」が1位となった。また広東省では「新規投資/設備投資の中止・延期」や「調達先の切り替え」といった製造・調
達の調整に関する項目が上位に入った。

46.1 

38.2 

36.3 

32.0 

30.1 

26.0 

25.8 

24.9 

24.4 

22.8 

0 20 40 60

販売先の見直し

在宅勤務やテレワークの活用拡大

人員削減による合理化

販売製品の見直し

経営の現地化の推進

海外駐在員の削減

自動化・省人化の推進

調達先の切り替え

バーチャル展示会、オンライン商談会などの活用の推進

スタッフの待遇調整

(%)

（369、複数回答） 広東省（有効回答数75社、複数回答）

1. 販売先の見直し 50.7
2. 人員削減による合理化 45.3
3. 自動化・省人化の推進 40.0
4. 新規投資/設備投資の中止・延期 37.3
5. 調達先の切り替え 30.7

北京市（有効回答数53社、複数回答）

1. 在宅勤務やテレワークの活用拡大 69.8
2. 販売先の見直し 41.5
3. バーチャル展示会、オンライン商談会などの活用の推進 39.6
4. デジタルマーケティング、AI利用などデジタル化の推進 37.7
5. 自社製品のEC販売の開始、人員削減による合理化 32.1

山東省（有効回答数41社、複数回答）

1. 販売先の見直し 65.9
2. 在宅勤務やテレワークの活用拡大 36.6
3. 自動化・省人化の推進 34.2
4. 販売製品の見直し、調達先の切り替え、 31.7

経営の現地化の推進、人員削減による合理化（4項目同位）

上海市（有効回答数39社、複数回答）

1. 海外駐在員の削減 41.0
2. 販売先の見直し 38.5
3. 在宅勤務やテレワークの活用拡大 35.9
4. 販売製品の見直し 33.3
5. 経営の現地化の推進 33.3

見直しの具体的内容（上位10項目） 具体的な見直し内容 (省市別上位5項目）

(単位：%)

（注）有効回答社数で上位4省市を掲載。
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販売戦略の見直し5
 販売戦略の項目に関する具体的な見直し内容については、「販売先の見直し」(46.1％)が最大で、以下、「販売製品の見直し」(32.0％)、

「バーチャル展示会、オンライン商談会などの活用の推進」(24.4％)が続いた。他方、価格の変更を行う企業数はそれほど多くはない。

 省市別にみると、「販売先の見直し」は、江蘇省（67.7％）、山東省（65.9％）、広東省（50.7％）で5割を超えた。業種別では製造業
が上位を占めた中、非製造業から商社・卸売業（52.8％）が上位5業種に入った。「バーチャル展示会、オンライン商談会などの活用の推
進」は、北京市（39.6％）、天津市（35.7％）で3割を超えた。業種別では非製造業で導入の機運が強く、製造業で上位5業種に入ったの
は電気・電子機器部品（33.3％）のみだった。

販売先の見直し

(単位：%)

46.1 

32.0 

24.4 

18.2 

14.4 

10.6 

7.1 

0 10 20 30 40 50

販売先の見直し

販売製品の見直し

バーチャル展示会、オンライン商談会

などの活用の推進

デジタルマーケティング、AI利用など

デジタル化の推進

自社製品のEC販売の開始

販売価格の引き下げ

販売価格の引き上げ

(%)

(369、複数回答)

省市別 業種別

バーチャル展示会、オンライン商談会などの活用の推進

見直しの具体的内容（販売戦略） 具体的な見直し内容 (上位省市・業種)

(注)有効回答社数が10社以上の省市、業種を掲載。

1. 江蘇省（34） 67.7

2. 山東省（41） 65.9

3. 広東省（75） 50.7

4. 遼寧省（32） 50.0

5. 湖北省（29） 44.8

1. 繊維・衣服(13) 76.9

2. 食料品(16) 56.3

3. 商社・卸売業(36) 52.8

4. 一般機械(16) 50.0

5. 鉄・非鉄・金属(27) 48.2

1. 北京市（53） 39.6

2. 天津市（14） 35.7

3. 上海市（39） 28.2

4. 山東省（41） 26.8

5. 四川省（18） 22.2

1. 商社・卸売業(36) 38.9

2. 情報通信業(26) 38.5

3. 金融・保険業(16) 37.5

4. 電気・電子機器部品(12) 33.3

5. 販売会社(26) 30.8

省市別 業種別
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25.8

24.9

21.1

20.6

19.0

15.5

13.3

10.6

7.6

0 10 20 30

自動化・省人化の推進

調達先の切り替え

（不測の事態に備えるための）複数調達化

（マルチプル・ソーシング）の実施

新規投資/ 設備投資の中止・延期

新規投資/ 設備投資の増強

デジタル化（ECサイトの活用など）の推進

デジタル化（IoT の導入など）の推進

生産地の見直し

OEM などアウト―ソーシングの活用

(%)

調達/生産戦略の見直し6

 調達や生産戦略の項目に関する具体的な見直し内容については、「自動化・省人化の推進」（25.8％）を最大に、「調達先の切り替え」
（24.9％）、「複数調達化の実施」（21.1％）が続いた。製造現場の効率化や調達先を再考する動きが調達・生産面での企業の主戦略に
なっている。

 「自動化・省人化の推進」は、省市別では広東省、重慶市（ともに40.0％）が最も多くなった。業種別では電気・電子機器部品
（75.0％）が最も高くなった。「調達先の切り替え」は江蘇省（38.2％）が最も高くなり、業種別では電気・電子機器部品（58.3％）が
最も高くなった。

見直しの具体的内容（調達/生産戦略） 具体的な見直し内容 (上位省市・業種)

(369、複数回答) 自動化・省人化の推進

(単位：%)

国別 業種別

(注)有効回答社数が10社以上の省市、業種を掲載。

1. 広東省(75) 40.0

1. 重慶市(10) 40.0

3. 江蘇省(34) 35.3

4. 山東省(41) 34.2

5. 湖北省(29) 31.0

1. 電気・電子機器部品(12) 75.0

2. 輸送機器部品(35) 48.6

3. 鉄・非鉄・金属(27) 40.7

4. 食料品(16) 37.5

5. 電気・電子機器(16) 37.5

国別 業種別

調達先の切り替え

1. 江蘇省(34) 38.2

2. 湖北省(29) 34.5

3. 山東省(41) 31.7

4. 広東省(75) 30.7

5. 重慶市(10) 30.0

1. 電気・電子機器部品(12) 58.3

2. 鉄・非鉄・金属(27) 40.7

3. 輸送機器部品(35) 40.0

4. 食料品(16) 37.5

5. 化学・医薬(19) 31.6
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 管理や経営体制の項目に関する具体的な見直し内容については、「在宅勤務やテレワークの活用拡大」(38.2％)が最も多かった。以下、
「人員削減による合理化」（36.3％）、「経営の現地化の推進」（30.1％）が続いた。

 「在宅勤務やテレワークの活用拡大」では、省市別で北京市（69.8％）が最も高く、四川省（44.4％）、湖北省（37.9％）などが続いた。
業種別では情報通信業（69.2％）や金融・保険業（62.5％）など、非製造業が上位5業種を占めた。「人員削減による合理化」では、四川
省、天津市（ともに50.0％）が最も高くなった。業種別では、鉄・非鉄・金属（55.6％）、電気・電子機器部品（50.0％）で5割を超え、
上位4業種は全て製造業が占めた。

38.2 

36.3 

30.1 

26.0 

22.8 

0 10 20 30 40 50

在宅勤務やテレワークの活用拡大

人員削減による合理化

経営の現地化の推進

海外駐在員の削減

スタッフの待遇調整

(%)

管理/経営体制の見直し7

見直しの具体的内容（管理/経営体制） 具体的な見直し内容 (上位省市・業種)

(369、複数回答) 在宅勤務やテレワークの活用拡大

(単位：%)

国別 業種別

人員削減による合理化

(注)有効回答社数が10社以上の上位国、業種を掲載。

1. 北京市(53) 69.8

2. 四川省(18) 44.4

3. 湖北省(29) 37.9

4. 遼寧省(32) 37.5

5. 山東省(41) 36.6

1. 情報通信業(26) 69.2

2. 金融・保険業(16) 62.5

3. 販売会社(26) 61.5

4. 運輸業(28) 60.7

5. 商社・卸売業(36) 47.2

1. 四川省(18) 50.0

1. 天津市(14) 50.0

3. 広東省(75) 45.3

4. 江蘇省(34) 41.2

5. 湖北省(29) 37.9

1. 鉄・非鉄・金属(27) 55.6

2. 電気・電子機器部品(12) 50.0

3. 輸送機器部品(35) 45.7

4. 電気・電子機器(16) 43.8

5. 金融・保険業(16) 43.8

国別 業種別
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経営上の問題点1
 経営上の問題点では「従業員の賃金上昇」(63.3％)が19年調査に続き最大となったが、回答率は10.4ポイント低下した。

 上位10項目の中では、「取引先からの発注量の減少」(40.8％)が19年調査比で4.4ポイント増となり、新型コロナウイルスによる生産活動

停滞の影響がうかがえる。また、「環境規制の厳格化」(46.7％)が5位から2位に上昇し、環境対応が必須となってきていることが見て取れ

る。

回答項目
2020年調査

(％)

2019年調査
(％)

増減
(ポイント)

1位 従業員の賃金上昇 63.3 73.7 -10.4

2位 環境規制の厳格化 46.7 43.5 3.2

3位 限界に近づきつつあるコスト削減 46.1 42.1 4.0

4位 競合相手の台頭(コスト面で競合) 44.8 50.0 -5.2

5位 新規顧客の開拓が進まない 42.0 41.4 0.6

6位 取引先からの発注量の減少 40.8 36.4 4.4

7位 主要取引先からの値下げ要請 40.4 39.8 0.6

8位 従業員の質 39.3 44.0 -4.7

9位 調達コストの上昇 36.8 47.5 -10.7

10位 品質管理の難しさ 35.0 42.4 -7.4

Ⅳ．経営上の問題点
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従業員の賃金上昇
限界に近付きつつある

コスト削減
環境規制の厳格化

競合相手の台頭
(コスト面で競合)

調達コストの上昇

63.3

71.9

71.4

70.8

70.4

66.3

64.4

62.9

62.0

58.6

50.5

46.4

40.6
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経営上の問題点（省市別）2
(%)
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 省市別では、北京市、天津市、重慶市を除く全地域で「従業員の賃金上昇」を挙げる企業の割合が最大となった。北京市では「調達コス

トの上昇」、天津市では「環境規制の厳格化」、重慶市では「競合相手の台頭」が1位となった。

 「調達コストの上昇」を挙げる企業の割合は、北京市(53.3％)、四川省(46.2％)が相対的に高い。

 「環境規制の厳格化」では天津市(88.2％)が特に高く、次いで江蘇省(54.1％)、上海市(52.0％)となった。

経営上の問題点（省市別）3

＊ピンク色のハイライトは「4.経営上の問題点(1)」の中国全体の上位10項目に入っていない項目。
(%)

北京市 回答率

1位 調達コストの上昇 53.3

2位 従業員の賃金上昇 50.5

3位 環境規制の厳格化 40.0

4位
主要販売市場の低迷
(消費低迷) 

37.4

4位 新規顧客の開拓が進まない 37.4

6位 従業員の質 35.1

7位
競合相手の台頭
(コスト面で競合) 

32.5

8位 取引先からの発注量の減少 30.1

9位
日本人出向役職員(駐在員) 

のコスト
28.9

10位
解雇・人員削減に対する
規制

27.8

上海市 回答率

1位 従業員の賃金上昇 66.3

2位 環境規制の厳格化 52.0

3位 従業員の質 46.9

4位 取引先からの発注量の減少 44.8

4位 新規顧客の開拓が進まない 44.8

6位
限界に近づきつつある
コスト削減

44.0

7位
主要販売市場の低迷
(消費低迷) 

40.6

7位
競合相手の台頭
(コスト面で競合) 

40.6

9位 調達コストの上昇 40.0

10位
主要取引先からの値下げ
要請

39.6

広東省 回答率

1位 従業員の賃金上昇 71.9

2位
競合相手の台頭
(コスト面で競合) 

54.4

2位 環境規制の厳格化 50.4

4位 取引先からの発注量の減少 48.2

5位
主要取引先からの値下げ
要請

47.7

6位
限界に近づきつつある
コスト削減

47.6

7位 従業員の質 41.8

8位
人材(一般ワーカー) の
採用難 [製造業のみ] 

41.1

9位
人材( 技術者) の採用難
[製造業のみ] 

39.0

10位 新規顧客の開拓が進まない 37.8

Ⅳ．経営上の問題点
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経営上の問題点（省市別）4

(%)

遼寧省 回答率

1位 従業員の賃金上昇 62.9

2位 取引先からの発注量の減少 46.4

3位 環境規制の厳格化 46.0

4位 新規顧客の開拓が進まない 44.9

5位
限界に近づきつつある
コスト削減

43.2

6位
競合相手の台頭
(コスト面で競合) 

40.6

７位 調達コストの上昇 40.5

7位 品質管理の難しさ 40.5

9位 従業員の質 40.0

10位
主要販売市場の低迷
(消費低迷) 

36.2

山東省 回答率

1位 従業員の賃金上昇 62.0

2位 新規顧客の開拓が進まない 49.4

3位
限界に近づきつつある
コスト削減

48.1

4位 取引先からの発注量の減少 40.3

5位 調達コストの上昇 38.5

5位 環境規制の厳格化 38.5

7位
人材( 一般ワーカー) の
採用難 [製造業のみ] 

37.7

7位
人材(技術者) の採用難
[製造業のみ] 

37.7

9位
主要取引先からの値下げ
要請

36.4

9位
主要販売市場の低迷
(消費低迷) 

36.4

天津市 回答率

1位 環境規制の厳格化 88.2

2位 従業員の賃金上昇 58.6

3位
競合相手の台頭
(コスト面で競合) 

57.1

4位
限界に近づきつつある
コスト削減

52.9

5位
主要販売市場の低迷
(消費低迷) 

50.0

6位
主要取引先からの値下げ
要請

46.4

7位 取引先からの発注量の減少 42.9

7位 新規顧客の開拓が進まない 42.9

9位 従業員の質 41.4

10位 検査制度が不明瞭 40.0

Ⅳ．経営上の問題点

＊ピンク色のハイライトは「4.経営上の問題点(1)」の中国全体の上位10項目に入っていない項目。
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経営上の問題点（省市別）5

福建省 回答率

1位 従業員の賃金上昇 70.8

2位
人材(一般ワーカー) の
採用難 [製造業のみ] 

57.1

3位 取引先からの発注量の減少 50.0

4位 調達コストの上昇 42.9

5位
主要販売市場の低迷
(消費低迷) 

41.7

6位
主要取引先からの値下げ
要請

37.5

7位
競合相手の台頭
(コスト面で競合) 

33.3

7位
人材( 技術者) の採用難
[製造業のみ] 

33.3

7位
原材料・部品の現地調達の
難しさ

33.3

10位 品質管理の難しさ 28.6

江蘇省 回答率

1位 従業員の賃金上昇 70.4

2位 環境規制の厳格化 54.1

3位
人材(一般ワーカー) の
採用難 [製造業のみ] 

50.0

4位
限界に近づきつつある
コスト削減

47.5

5位 取引先からの発注量の減少 43.8

5位
競合相手の台頭
(コスト面で競合) 

43.8

7位 品質管理の難しさ 42.6

8位 新規顧客の開拓が進まない 42.5

9位
主要取引先からの値下げ
要請

40.0

10位 調達コストの上昇 39.3

浙江省 回答率

1位 従業員の賃金上昇 71.4

2位
限界に近づきつつある
コスト削減

52.9

3位 新規顧客の開拓が進まない 52.4

4位
主要取引先からの値下げ
要請

47.6

5位 品質管理の難しさ 47.1

5位 環境規制の厳格化 47.1

7位 取引先からの発注量の減少 42.9

7位 従業員の質 42.9

9位 設備面での生産能力の不足 41.2

10位
人材(一般ワーカー) の
採用難 [製造業のみ] 

38.9

(%)

Ⅳ．経営上の問題点

＊ピンク色のハイライトは「4.経営上の問題点(1)」の中国全体の上位10項目に入っていない項目。
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経営上の問題点（省市別）6

湖北省 回答率

1位
限界に近づきつつある
コスト削減

65.9

2位 従業員の賃金上昇 64.4

3位
主要取引先からの値下げ
要請

54.8

4位
競合相手の台頭
(コスト面で競合) 

52.1

5位 品質管理の難しさ 43.9

6位 従業員の質 42.5

7位 新規顧客の開拓が進まない 41.1

7位 従業員の定着率 41.1

9位 調達コストの上昇 39.0

10位
人材(技術者) の採用難
[製造業のみ] 

38.1

四川省 回答率

1位
限界に近づきつつある
コスト削減

53.9

2位
競合相手の台頭
(コスト面で競合) 

46.7

3位 調達コストの上昇 46.2

4位 新規顧客の開拓が進まない 43.3

5位 従業員の賃金上昇 40.6

6位
主要取引先からの値下げ
要請

36.7

7位 従業員の質 34.4

8位 取引先からの発注量の減少 33.3

9位 環境規制の厳格化 30.8

10位
主要販売市場の低迷
(消費低迷) 

26.7

重慶市 回答率

1位
競合相手の台頭
(コスト面で競合) 

63.0

2位
主要取引先からの値下げ
要請

59.3

3位 新規顧客の開拓が進まない 55.6

4位
人材(技術者) の採用難
[製造業のみ] 

50.0

5位 従業員の賃金上昇 46.4

6位 通関等諸手続きが煩雑 40.0

7位 調達コストの上昇 35.7

7位 品質管理の難しさ 35.7

9位 従業員の質 32.1

10位 取引先からの発注量の減少 29.6

(%)

Ⅳ．経営上の問題点

＊ピンク色のハイライトは「4.経営上の問題点(1)」の中国全体の上位10項目に入っていない項目。
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製造原価に占める人件費、材料費の比率1

16.4

23.1

29.4

26.0

23.1

19.8

19.3

18.7

17.3

15.0

14.9

14.8

63.9

54.6

54.5

53.2

57.6

50.0

64.8

56.1

60.8

64.4

69.5

61.9

19.8

22.3

16.2

20.9

19.3

30.3

15.9

25.3

21.9

20.7

15.6

23.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大企業(244)

中小企業(208)

繊維・衣服(26)

ゴム・窯業・土石(20)

食料品(26)

プラスチック製品(22)

一般機械(36)

鉄・非鉄・金属(63)

電気・電子機器部品(39)

化学・医薬(33)

電気・電子機器(31)

輸送機器部品(96)

中国全体(452) 企業規模別・業種別

 中国進出日系企業の現地での製造原価に占める人件費の比率は平均19.5％。それに対し材料費の比率は平均59.6％と、材料費がコストの大
半を占める構造となっている。製造コストの低下のためには、材料費の削減努力も有効だと考えられる。

 企業規模別にみると、「人件費」が占める割合は、中小企業が大企業に比べて6.7ポイント高く、23.1％であった。

 業種別では、繊維・衣服において「人件費」の割合が29.4％と最も高く、全業種平均(19.5％)を9.9ポイント上回った。他方、電気・電子機
器では「材料費」の割合が69.5％と、全業種平均(59.6％)を9.9ポイント上回った。

(注)ここでの「製造原価」とは、製品製造のために使われた費用で、生産現場での材料費、労務費、その他経費と定義した。

19.5%

59.6%

20.9%

人件費 原材料・部品などの材料費 その他

Ⅴ．原材料・部品の調達
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製造原価2
 日本での製造原価を100とした場合の現地での製造原価は、平均77.0となった。

 省市別では、四川省、天津市、湖北省、重慶市、福建省、広東省、遼寧省の製造原価が平均を上回っている。

 業種別にみると、輸送機械部品(81.6)、鉄・非鉄・金属(79.1)、電気・電子機器(78.7)、プラスチック製品(78.3)、化学・医薬(78.1)が平均を
上回った。

（注1）ここでの「製造原価」とは、製品製造のために使われた費用で、生産現場での材料費、労務費、その他経費と定義した。
（注2）業種別は有効回答数20社以上の業種。

77.0

81.4

81.3

80.7

78.8

78.5

77.5

77.4

76.8

75.4

75.2

74.6

73.7 
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中国(436)

四川省(11)

天津市(16)

湖北省(38)

重慶市(12)

福建省(20)

広東省(125)

遼寧省(34)

浙江省(17)

山東省(45)

上海市(21)

北京市(12)

江蘇省(57)

77.0

81.6

79.1

78.7

78.3

78.1

76.8

75.5

70.6

70.0

0 20 40 60 80 100

製造業(436)

輸送機器部品(95)

鉄・非鉄・金属(64)

電気・電子機器(27)

プラスチック製品(20)

化学・医薬(33)

電気・電子機器部品(37)

一般機械(36)

食料品(23)

繊維・衣服(25)

79.0

74.7

0 20 40 60 80 100

大企業(235)

中小企業(201)

省市別 業種別

企業規模別

Ⅴ．原材料・部品の調達
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輸送機器部品(96)

一般機械(36)

繊維・衣服(26)

化学・医薬(32)

鉄・非鉄・金属(62)

プラスチック製品(21)

その他製造業(29)

電気・電子機器(28)

電気・電子機器部品(39)

68.1 

71.2 

66.9 
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25.9 

20.8 

24.7 

25.3 

2.3 

1.9 

2.0 

2.3 

3.8 

6.0 

6.4 

5.1 

20年調査 (239)

19年調査 (193)

20年調査 (206)

19年調査 (155)

原材料・部品の調達先3
 原材料・部品の調達先の内訳(平均値)は、「現地」(67.6％)が最も高く、「日本」(25.3％)、「ASEAN」(2.2％)と続く。

 省市別では、湖北省、北京市で現地調達率が8割を超えるほか、重慶市、天津市でも7割以上となった。

 業種別では、食料品が80.3％と最も高い。他方、電気・電子機器部品は日本からの調達が38.7％と、全体の平均(25.3％)を10ポイント以上
上回った。

(注1)業種別は有効回答数20社以上の業種。
(注2)今年度より業種分類を変更したため、業種別は2020年調査の数値のみ掲載。

■現地 ■日本 ■ASEAN ■その他

0 20 40 60 80 100

(％)
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(％)

省市別 業種別

企業規模別
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(％)

Ⅴ．原材料・部品の調達
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現地調達の内訳4

省市別 業種別

(注1)業種別は有効回答数20社以上の業種。
(注2)今年度より業種分類を変更したため、業種別は2020年調査の数値のみ掲載。

企業規模別
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 現地での調達先の内訳（平均値）は、「地場企業」(63.3％)、「現地進出日系企業」(30.8％)、「その他外資企業」(5.9％)であった。

 省市別では山東省で「地場企業」からの調達が最も多く、重慶市、北京市、福建省とともに7割を超えた。他方、「現地進出日系企業」か
らの調達率は湖北省、遼寧省、広東省、天津市で相対的に高く、4割弱となった。

 業種別では食料品、一般機械、化学・医薬で「地場企業」からの調達が7割を超えた。他方、プラスチック製品では「現地進出日系企業」
からの調達が相対的に高く、46.6％となった。
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輸出比率（省市別）

 中国進出日系企業の現地での売上高に占める平均輸出比率は32.4％とほぼ前年並みであった。うち100％輸出型企業(輸出比率が100％)
の割合は3.9％、100％内販型企業(輸出比率が0％)の割合は29.4％となった。

 省市別平均値では、遼寧省(51.6％)以外は輸出比率が5割を下回った。四川省(12.2％)、湖北省(13.3％)、北京市(18.2％)、上海市
(19.6％)では、平均輸出比率が2割を下回り、国内販売が中心となっている。
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輸出比率（業種別）

 業種別にみると、売上高に占める輸出比率は、製造業で36.0％と前年比0.8ポイント上昇した。輸出比率が50％を超えている業種は繊
維・衣服(61.0％)と電気・電子機器(57.1％)であった。

 非製造業は輸出比率が26.6％であった。業種別では、情報通信業で売上高に占める輸出比率が55.1％と最も高い。製造業・非製造業とも
に大企業に比べて中小企業の輸出比率が高かった。

2

製造業 非製造業

(注)有効回答数20社以上の業種。

内販型 輸出型

26.5
17.7

33.7

20.6

9.5

15.8

14.4

12.9

13.3

26.3

2.7 6.7

28.9

45.0

大
企
業

中
小
企
業

(264) (209)

44.6 29.4

22.8

28.2

8.5

10.6

11.4

8.2

9.5
21.2

3.3
2.4

23.6
34.0

大
企
業

中
小
企
業

(211) (85)

40.2

88.0

50.9

27.3

7.3 10.5

24.3

12.0

24.6

43.9

19.5
21.1

9.1

8.8 12.1

14.6 7.9

10.5

10.5

39.0

21.1

12.8

3.5

15.2 19.5

29.0

3.0 1.8
1.5

10.5

26.6

0.9

16.6

23.9

48.7

55.1

非
製
造
業

金
融
・
保
険
業

販
売
会
社

商
社
・
卸
売
業

運
輸
業

情
報
通
信
業

(296) (25) (57) (66) (41) (38)

0

20

40

60

80

100

(％)

内販型 輸出型

Ⅵ．輸出入の状況



Copyright © 2021 JETRO. All rights reserved. 51

輸出先の内訳（省市別）

 中国進出日系企業の輸出先の内訳は、日本の構成比が平均62.4％で最大、次いでASEANが9.8％となった。

 省市別では、全省市で日本向け輸出が5割を超えた。特に山東省が7割を超え高かった。ASEAN向け輸出の割合は浙江省(25.4％)、天津市
(14.5％)で相対的に高かった。
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FTA・EPAの活用

 貿易を行っている中国進出日系企業のうち、FTA・EPAを活用している企業の割合は44.1％と前年より2.0ポイント下落した。他の在アジ
ア・オセアニア日系企業に比べると、その活用率は依然として低い。

 企業規模別に活用率をみると、大企業が49.1％、中小企業が36.0％となった。業種別では、商社・卸売業が56.0％で最も多かった。

 輸出・輸入別にFTA・EPA活用率の経年変化をみると、輸出・輸入ともに前年より減少した。

 輸出ではASEANやシンガポール、輸入ではASEANや台湾とのFTA・EPAの活用率が相対的に高い。
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通商環境の変化による影響（省市別）1
 2020 年の業績に与える影響を見ると、中国全体では「マイナスの影響がある」と「影響はない」との回答が拮抗している。省別に見る

と、「マイナスの影響がある」との回答は浙江省が最も多く(58.8％)、「影響はない」との回答は北京市(45.4％)が最も多かった。

通商環境の変化が2020年の業績に与える影響
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通商環境の変化による影響（業種別）2
 通商環境の変化が2020 年の業績に与える影響を業種別に見ると、「マイナスの影響がある」との回答は、電気・電子機器(60.0％)で最も

高く、運輸業(58.2％)、電気・電子機器部品(56.4％)で5割を超える。「影響はない」との回答では情報通信業(59.5％)が最も高く、化学・

医薬(48.5％)、繊維・衣服(48.0％)が続いた。

通商環境の変化が2020年の業績に与える影響(業種別)
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通商環境の変化による影響（今後2～3年）3
 通商環境の変化が今後2 ～3 年の業績に与える影響を見ると、中国全体では「マイナスの影響がある」「分からない」との回答がほぼ同

率の3割強で、先行きを不安視する傾向がみられる。省別に見ると「マイナスの影響がある」との回答では、浙江省(52.6％)が最も高く、

重慶市(43.5％)、上海市(42.1％)が続いた。

 一方「影響はない」との回答では、遼寧省(40.7％)が4割を超えた。

(％)

通商環境の変化が今後2～3年の業績に与える影響

Ⅶ．通商環境の変化の影響
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昇給率1
2019年度 → 2020年度

2020年度 → 2021年度

（注）有効回答数10社以上の市、20社以上の業種。

製造業（中国市別） 非製造業（中国市別） 中国 業種別

製造業（中国市別） 非製造業（中国市別） 中国 業種別

2.5
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4.4

4.7

4.7

5.1

5.2

5.5

5.6
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4.8
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天津市(10)

武漢市(24)

成都市(14)

上海市(60)

大連市(24)

北京市(56)

深圳市(11)

広州市(25)

青島市(21)

蘇州市(14)

中国(285)

3.7

4.2

4.8

5.5

5.9

4.8

3.8

3.9

3.9

4.2

4.5

4.6

5.1
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5.6

4.4
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運輸業(50)

金融・保険業(27)

情報通信業(32)

商社・卸売業(59)

販売会社(49)

非製造業(285)

電気・電子機器部品(34)

一般機械(33)

繊維・衣服(24)

輸送機器部品(80)

電気・電子機器(30)

食料品(23)

鉄・非鉄・金属(54)

プラスチック製品(22)

化学・医薬(33)

製造業(401)

2.1

3.1

3.2

3.7

3.9

4.0

4.3

4.4

4.5

4.7

5.7

5.9

6.0
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深圳市(18)

重慶市(10)

東莞市(30)

北京市(16)
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青島市(29)

大連市(20)

広州市(28)

上海市(22)

天津市(16)

佛山市(15)

蘇州市(33)

武漢市(16)

中国(401)

(%) (%) (%)
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4.0
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情報通信業(31)

商社・卸売業(53)

販売会社(45)

非製造業(267)

電気・電子機器部品(34)

輸送機器部品(80)

一般機械(33)

繊維・衣服(24)

プラスチック製品(22)

電気・電子機器(29)

鉄・非鉄・金属(53)

食料品(23)

化学・医薬(32)

製造業(399)

2.6

3.6

3.7

3.8

3.9
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4.4

4.5

4.9
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青島市(29)

大連市(19)

中山市(14)

天津市(16)

武漢市(17)

佛山市(15)

蘇州市(34)

中国(399)

3.3

3.9

4.1

4.3

4.3

4.4

4.5

4.9

5.3

5.5

4.5

0 5 10

天津市(10)

北京市(49)

武漢市(24)

上海市(57)

大連市(22)

成都市(14)

深圳市(11)

広州市(24)

青島市(19)

蘇州市(13)

中国(267)

(%) (%) (%)
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4,943

4,996

5,218

5,402

5,788

5,872

5,947

6,004

6,311

6,652

7,298

9,120

9,663

5,950

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

中山市(14)

青島市(25)

大連市(18)

天津市(13)

佛山市(10)

蘇州市(29)

武漢市(15)

重慶市(11)

東莞市(26)

広州市(26)

深圳市(16)

上海市(16)

北京市(11)

中国(352)

2,719

2,952

3,144

3,281

3,334

3,401

3,581

3,665

3,725

3,824

3,900

4,245

5,586

7,200

3,678

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

中山市(14)

東莞市(27)

佛山市(13)

大連市(19)

青島市(31)

深圳市(17)

アモイ市(10)

蘇州市(33)

武漢市(16)

広州市(28)

天津市(16)

重慶市(11)

上海市(20)

北京市(15)

中国(398)

7,640 

8,178 

8,633 

8,989 

9,324 

10,351 

10,457 

10,534 

11,031 

11,045 

11,781 

13,874 

15,052 

9,968 

0 3,000 6,000 9,000 12,000 15,000

青島市(28)

大連市(18)

武漢市(15)

中山市(14)

佛山市(12)

重慶市(11)

東莞市(27)

深圳市(16)

天津市(15)

蘇州市(33)

広州市(28)

上海市(22)

北京市(16)

中国(385)

5,197

5,474

5,790

5,968

6,018

6,202

6,328

7,251

5,950

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

食料品(20)

輸送機器部品(73)

プラスチック製品(21)

一般機械(28)

電気・電子機器部品(32)

鉄・非鉄・金属(45)

電気・電子機器(25)

化学・医薬(27)

製造業(352)

7,119 

8,619 

8,940 

9,907 

10,013 

10,569 

10,644 

10,676 

11,950 

9,968 

0 3,000 6,000 9,000 12,00015,000

繊維・衣服(22)

食料品(25)

輸送機器部品(74)

電気・電子機器(27)

電気・電子機器部品(32)

鉄・非鉄・金属(51)

プラスチック製品(22)

一般機械(32)

化学・医薬(31)

製造業(385)

3,159

3,233

3,289

3,360

3,372

3,392

3,892

3,951

5,173

3,678

0 2,000 4,000 6,000 8,00010,000

電気・電子機器部品(32)

食料品(26)

プラスチック製品(22)

繊維・衣服(24)

電気・電子機器(27)

輸送機器部品(77)

一般機械(33)

鉄・非鉄・金属(54)

化学・医薬(32)

製造業(398)

基本給月額（製造業）2
基本給月額（中国 製造業、市別）

（注）有効回答数10社以上の市、20社以上の業種。

作業員 エンジニア マネージャー

作業員 エンジニア マネージャー

単位： 人民元

基本給月額（中国 製造業、業種別）
単位： 人民元
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基本給月額（非製造業）3
基本給月額（中国 非製造業職種別、市別）

（注）有効回答数10社以上の市、20社以上の業種。

スタッフ マネージャー

スタッフ マネージャー

単位： 人民元

基本給月額（中国 非製造業職種別、業種別）
単位： 人民元

5,078 

5,595 

6,037 

6,150 

6,297 

6,889 

6,908 

7,184 

7,652 

8,883 

9,032 

7,445 

0 5,000 10,000 15,000 20,000

天津市(10)

重慶市(10)

青島市(21)

大連市(24)

成都市(15)

武漢市(26)

蘇州市(13)

深圳市(11)

広州市(26)

上海市(56)

北京市(58)

中国(285)

10,272 

11,773 

11,799 

12,337 

12,738 

13,218 

13,800 

13,981 

17,538 

17,876 

18,948 

15,300 

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

重慶市(10)

青島市(19)

天津市(10)

蘇州市(12)

成都市(13)

大連市(22)

武漢市(21)

深圳市(10)

広州市(24)

上海市(52)

北京市(54)

中国(262)

5,827 

8,058 

8,090 

8,205 

8,236 

7,445 

0 5,000 10,000 15,000 20,000

運輸業(49)

販売会社(49)

情報通信業(32)

金融・保険業(25)

商社・卸売業(58)

非製造業(285)

12,738 

16,095 

16,266 

17,192 

19,793 

15,300

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

運輸業(48)

販売会社(43)

商社・卸売業(53)

情報通信業(31)

金融・保険業(22)

非製造業(262)
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年間実負担額、賞与（製造業）4
年間実負担額（中国 製造業、市別）

（注）有効回答数10社以上の市、20社以上の業種。

作業員 エンジニア マネージャー

作業員 エンジニア マネージャー

単位： 人民元

年間実負担額（中国 製造業、業種別）
単位： 人民元

賞与（中国、製造業）

作業員 エンジニア マネージャー

57,558 

61,331 

62,600 

63,323 

75,229 

75,784 

79,136 

79,272 

80,899 

106,585 

122,913 

73,514 

0 50,000 100,000 150,000 200,000

中山市(13)

東莞市(25)

大連市(16)

青島市(26)

武漢市(14)

深圳市(15)

佛山市(11)

広州市(26)

蘇州市(32)

上海市(16)

北京市(14)

中国(343)

88,292 

97,418 

112,899 

116,974 

119,938 

123,092 

127,837 

133,982 

151,817 

154,693 

114,485 

0 50,000 100,000 150,000 200,000

中山市(13)

青島市(21)

大連市(16)

東莞市(24)

蘇州市(29)

武漢市(13)

深圳市(14)

広州市(24)

上海市(14)

北京市(10)

中国(310)

145,843 

146,641 

168,807 

171,580 

171,954 

174,044 

180,530 

211,650 

217,473 

246,029 

250,665 

182,669 

0 100,000 200,000 300,000

青島市(24)

中山市(13)

大連市(16)

佛山市(10)

武漢市(13)

深圳市(14)

東莞市(25)

蘇州市(32)

広州市(26)

北京市(15)

上海市(16)

中国(333)

58,581 

63,544 

66,939 

68,688 

71,569 

73,523 

74,147 

74,259 

93,642 

73,514 

0 50,000 100,000150,000200,000

繊維・衣服(20)

電気・電子機器部品(31)

食料品(22)

一般機械(27)

電気・電子機器(25)

輸送機器部品(64)

鉄・非鉄・金属(48)

プラスチック製品(20)

化学・医薬(28)

製造業(343)

103,359 

109,204 

116,619 

118,174 

121,529 

135,417 

114,485 

0 50,000 100,000150,000200,000

電気・電子機器部品(31)

一般機械(23)

鉄・非鉄・金属(42)

輸送機器部品(62)

電気・電子機器(23)

化学・医薬(24)

製造業(310)

140,197 

176,859 

179,239 

179,492 

179,735 

180,688 

196,855 

222,094 

182,669 

0 100,000 200,000 300,000

食料品(21)

輸送機器部品(61)

電気・電子機器部品(31)

一般機械(26)

鉄・非鉄・金属(47)

電気・電子機器(25)

プラスチック製品(20)

化学・医薬(28)

製造業(333)

2.0 

0 1 2 3

製造業(395)

単位： ヵ月

2.1 

0.0 1.0 2.0 3.0

製造業(350) 2.2 

0.0 1.0 2.0 3.0

製造業(376)
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マネージャー

マネージャー

マネージャー

スタッフ

年間実負担額、賞与（非製造業）5
年間実負担額（中国 非製造業、市別）

（注）有効回答数10社以上の市、20社以上の業種。

単位： 人民元

年間実負担額（中国 非製造業、業種別）
単位： 人民元

賞与（中国、非製造業）
単位： ヵ月

2.0 

0.0 1.0 2.0 3.0

非製造業(280) 2.2 

0.0 1.0 2.0 3.0

非製造業(257)

スタッフ

スタッフ

230,415 

273,142 

276,074 

311,705 

387,676 

274,441 

0 100,000 200,000 300,000 400,000

運輸業(39)

販売会社(39)

商社・卸売業(40)

情報通信業(26)

金融・保険業(20)

非製造業(217)

109,434 

133,255 

138,791 

143,090 

156,396 

130,855 

0 100,000 200,000 300,000 400,000

運輸業(40)

販売会社(43)

商社・卸売業(44)

情報通信業(27)

金融・保険業(23)

非製造業(237)

94,647 

107,280 

110,816 

118,955 

119,220 

122,591 

137,634 

152,164 

165,186 

130,855 

0 100,000 200,000 300,000 400,000

青島市(15)

蘇州市(14)

大連市(21)

武漢市(20)

深圳市(10)

成都市(14)

広州市(22)

上海市(42)

北京市(50)

中国(237)

179,486 

189,813 

236,582 

239,840 

254,993 

309,281 

322,135 

359,439 

274,441 

0 100,000 200,000 300,000 400,000

青島市(14)

蘇州市(13)

大連市(20)

成都市(12)

武漢市(14)

広州市(20)

上海市(40)

北京市(46)

中国(217)
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